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新型インフルエンザ等対策特別措置法に規定する個人防護具の流通在庫備蓄業務仕様書 

 

１ 運営業務の名称 

新型インフルエンザ等対策特別措置法に規定する個人防護具の流通在庫備蓄業務 

 

２ 委託業務の概要 

   新型インフルエンザ特措法を踏まえ計画された、兵庫県新型インフルエンザ等対策行動計

画に基づき県が備蓄する個人防護具を、常時、使用期限が切れないように保ちながら、必要

時、円滑に払い出しできるよう適切に保管管理（以下「流通在庫備蓄」という。）を行う。 

  今回、県が令和７年度に調達し保管している、以下の個人防護具（５品目７種類）の保管管

理業務について、「新型インフルエンザ等対策特別措置法に規定する個人防護具の流通

在庫備蓄業務」として委託する。 

 

３ 委託期間 

令和８年４月１日から令和９年３月３１日迄 

ただし、委託期間の終了日までに、兵庫県から何らの意思表示がないときは、その翌日におい

て更に１年間同一の条件でこの契約を更新するものとし、その後、令和13年3月31日までの間

は毎年同様に更新できるものとする 

 

４ 事業費 

  令和８年度事業費については、予算可決前であるため、県議会において対象となる事業に係

る予算が可決され、その予算が執行可能となることを本契約の成立条件とする。 

  翌年度以降の事業費は、予算措置状況を踏まえて年度ごとに決定することとし、予算措置が

承認されない場合は、当該契約は解除する。また予算が縮小されるなどの事態が生じた場合

は、県と委託事業者の間で、事業内容の変更等について協議するものとする。 

  

５ 業務の内容 

県が令和７年度に調達し保管している、以下の個人防護具（５品目７種類）の保管管理業務 

  ①調達品目 

  「物資の確保に関するガイドライン」に規定された、医療用（サージカル）マスク、 

N95マスク、ガウン（アイソレーション、プラスチック）、フェイスシールド、非滅菌手

袋（ニトリル、プラスチック）の５品目７種類。 

②各品目の規格 

厚生労働省で調達した個人防護具の規格（別紙）に準じたものとする。但し、同程度の機

能・単価であるものや後継品など、合理的な理由により変更することは差し支えない。そ

の場合は、事前に県の承認を得ること 

  ③ガウン及び非滅菌手袋の数量割合等について 

   ・ガウンについては、アイソレーションガウンとプラスチックガウンの比率は、１：１と

する。 

  ・非滅菌手袋のサイズ（S:M:L）ごとの数量の割合は、概ねS：M：L＝３：５：２とする。 
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但し、常に同じ割合でなくても差し支えない。またニトリル（パウダーフリー）とPVC 

の比率は、１：１とする。 

   ④令和７年度に調達した流通在庫備蓄を行う個人防護具の種類・商品及び調達数量 
                                     （単位：枚） 

現在、上記の個人防護具は以下の２か所の倉庫に①：②＝８：２の割合で保管されている。な

お、各倉庫の保管条件は、次のとおりである（倉庫業法第３条の登録を受けた一類倉庫・直射日

光が保管品に当たらない環境・パレットを使用し、直接床置きにせず保管・外部からの敷地内へ

の侵入防止対策）。 

 ①株式会社竹虎 第一西日本物流センター（大阪府大阪市住之江区南港中6-3-15） 

 ②株式会社竹虎 第二西日本物流センター（岡山県和気郡和気町大中山433） 

 

(1)個人防護具の保管業務 

①流通在庫備蓄が実現可能な倉庫（自社倉庫等）を事業者において用意すること。 

 またその際、５品目７種類全てを備蓄できること（新興感染症発生時において、速やか 

な配送を考慮し、県内若しくは近隣府県が望ましい） 

②保管条件 

保管場所の温度要件については、常温常湿度の範囲内とするが、事業者は倉庫内温湿度が 

25℃以上・70％以上が測定される場合は送風機による空気の循環と除湿器等による結露を防 

ぐ措置を行うこと。或いは、これに準じる対応を講じること。さらに、天候の変化により結 

露が発生しやすくなる条件下や、湿度が高い地域にある保管場所については、目視による巡 

回を強化すること 

(2)個人防護具の管理方法 

①管理方法 

 流通在庫備蓄 

※流通在庫備蓄とは流通在庫備蓄方式は、備蓄品の調達・保管を事業者に委託し、売却は事 

業者の通常の販売活動の中で行う備蓄方式であり、受託事業者が日常行う、病院・医療機 

関等との取引を活用して、事業者が保有する自社の倉庫等において、県が必要とする医療 

用物資量を使用期限が切れないよう新陳代謝させる管理方法をいう。具体的には、次に例 

示した流れを想定しているが、使用期限が切れないように管理できる方法であれば、この 

限りではない。 

物資の種類（素材） 商品（商品コード） 調達済み数量 

サージカルマスク サージカルマスク L2ホワイト（07626） 875,000 

N95マスク N95マスク立体型 SQ100G（076027） 27,500 

ガウン アイソレーション フェルラック No.60（076412） 90,000 

プラスチック 竹虎ビニールエプロン CP（076345） 

フェイスシールド タケトラシールド付マスク TC（076056） 60,000 

非 滅 菌

手袋 
ニトリル タケトラニトリル手袋ホワイト S/M/L 

（075812/075813/075814） 

800,000 

プラスチック タケトラプラスチック手袋 200 パウダーフリー 

S/M/L（075882/075883/075884） 
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（ｱ）平時は、有効期限が切れないよう日々の取引医療機関からの依頼を受けた事業者が、県

備蓄の在庫から必要数量を出庫し（最も期限の短いもの、ロットが古いもの）、納品す

る 

(ｲ)(ｱ)と同量・同品質（最も期限の長いもの、ロットが新しいもの）を事業者所有の在庫か

ら県備蓄の在庫へ補充する 

(ｳ)事業者は物資ごとの数量、使用期限等を管理し、(ｱ)～(ｲ)の対応を繰り返し、県が求

める備蓄数量を下回らないよう新陳代謝を図る 

   ②入れ替え回数と使用期限 

     契約期間中の入れ替え回数は任意とするが、毎月報告時において、使用期限が常に２

年以上は残った状態となるよう管理すること 

  ③保管場所の変更について 

   受託事業者側の都合による変更については、予め、県と協議し承諾を得ること。こ 

の際の運搬費用等は、受託事業者が負う。また、契約期間が満了となり、別の受託 

事業者に引き継ぐこととなった場合には、受託事業者は、県が指定する場所へ県備 

蓄物資を円滑に受け渡しできるよう協力すること 

６ 物資の所有権 

  物資の所有権は購入した時点で県が持つこととなる。したがって、流通在庫備蓄を行うにあ

たっては、所有権は県が保持したまま、民法第666条の消費寄託（※）の考え方を運用するこ

とにより業務を実施するものとする。 

   ※民法第666条：受寄者が契約により寄託物を消費することができる場合には、受寄者は、寄託され

た物と種類、品質及び数量の同じ物をもって返還しなければならない 

７ 検査 

  (1)令和８年度 

移設した場合は、新しい保管場所への納品が完了した時点で、速やかに現地確認を県職員

が複数人で実施する 

  (2)毎月 

    流通在庫備蓄で管理する物資の種類ごとの品目・数量を常に管理し、各月末締めにて県 

に種類ごとの品目・数量及び入出庫の状況を報告する。また別途、県が求めたときに 

は、種類ごとの品目・数量及び入れ替え状況等を報告するものとする 

   ※報告書の様式、内容については事前に県に承認を得ること 

８ 新興感染症発生時の供給体制について 

   新興感染症が発生した際は、県備蓄の物資を県内医療機関へ迅速に供給（配送）する必要

があることから、その際は出荷作業等に積極的に協力すること。なお、配送業務は別契約を

想定しているため、当委託事業にかかる見積には配送にかかる経費を含める必要はない。 

  ただし、予定予算額内であればこの限りではない。 

 

９ 県備蓄物資供給後の対応について 

  新興感染症が発生し、県備蓄物資を医療機関等へ供給し、県備蓄数量がなくなった時点

で、当該契約は解除する。 

  



4 

 

10 その他留意事項 

  (1)日常の取引量等を踏まえ、県が確保している備蓄数量を、流通在庫備蓄管理が可能という

根拠を示すこと 

 (2)委託業務内容については、公募後、一部修正又は調整等を行う場合がある 

(3)本業務の実施にあたり県が必要とするときは計画書等を作成し、県と事前協議を行うこ

と。また、本業務を円滑に遂行するため、自ら改善に努めること。 

(4)業務責任者を定め、円滑に業務が実施できる体制を整えること。業務責任者は事業者 

が常時雇用している社員を配置すること 

(5)業務遂行にあたり知り得た情報を他人に漏らしてはならない。また、業務を遂行する 

ための個人情報の取り扱いについては、個人情報保護条例を遵守すること 

(6)本業務の全部又は主体的部分（業務遂行管理部分）を一括して第三者に委託し、又は請 

け負わせること（以下「再委託」という。）はできない。また、本業務の一部を再委託 

してはならないが、あらかじめ再委託の相手方の住所、氏名及び再委託を行う業務の範 

囲等を記載した再委託の必要性がわかる書面を県に提出し、県の書面による承認を得た 

場合は、県が承認した範囲の業務を第三者（以下「承認を得た第三者」という。）に再 

委託することができる。なお、再委託をする場合は、再委託した業務に伴う承認を得た 

第三者の行為について、受託者は県に対し全ての責任を負うものとする 

(7)この仕様書に定める事項について疑義が生じた場合、又はこの仕様書に定めのない事 

項については、県と受託者が必要に応じて協議するものとする 

(8)事業者選定後、契約に際しては契約保証金（契約金額の１割以上）を納入する必要が 

あるため注意すること（財務規則第100条第１項に定める場合を除く） 

  (9)委託業務の実施に当たっては関係法令等を遵守すること 

  (10)委託業務にかかる経理を明らかにするために、他の経理と区別して会計帳簿および証拠 

書類を整備するものとし、全ての証拠書類は委託業務が終了した年度の翌年度から５年 

間保存しておくこと。また県が提出を求めた際には、委託業務にかかる資料提出等、積 

極的に協力すること。 


